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超高齢社会を迎え，死者数の増加により墓地需要が増加すると予測されている一方で，墓地供給が需要

に対し増加しない可能性がある．また，近年の出生率の低下等により，承継者のいない墓地が増加すると

考えられる．墓地の承継や保有に関する市民の考え方が変化し，合葬墓，樹林墓地など多様な墓地形態へ

の関心の高まりも考えられ，今後は，墓地の需要と供給，墓地に関する意識を検討することが重要である．

本研究では，地方都市である群馬県前橋市を対象に，墓地需要および墓地供給の動向を把握し，既存の需

要予測方法，必要データ等より，需要把握のための課題を整理する．その結果に基づき，既存の需要予測

方法を基本に，前橋市の墓地計画の課題に対応した予測方法を検討する． 
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1. はじめに 
 
(1) 研究の背景 
超高齢社会を迎え，死者数の増加により墓地需要が増

加すると予測されている．一方で，市営墓地の空き区画

の減少等により，墓地供給が需要に対し増加しない可能

性がある． 
また，近年の出生率の低下，高齢者世帯や独居の増加，

生涯未婚率の上昇等により，承継者のいない墓地が増加

すると考えられる．墓地の承継や保有に関する市民の考

え方が変化し，合葬墓，樹林墓地など多様な墓地形態へ

の関心の高まりも考えられる1)． 
墓地は人の終焉の地であり，都市計画上，重要な施設

であり，墓地の需要と供給，墓地に関する意識を検討す

ることが重要であると考える．本研究では，近年の社会

情勢を踏まえた墓地需要把握に着目することとした． 
 
(2) 研究目的 
本研究では，地方都市である群馬県前橋市を対象に，

以下の研究目的に取り組む． 
1) 地方都市である前橋市を対象に，墓地需要および墓地

供給の動向把握の課題を整理する． 

2) 既存の需要予測方法，必要データ等より，需要把握の

ための課題を整理し，前橋市の墓地計画の課題に対応

した予測方法を検討する． 
 
 
2. 既存研究と本研究の位置づけ 
 
(1) 既存研究の整理 
本研究の目的に対応し，既存研究を，1)墓地需要に関

する研究，2)墓地の立地・供給に関する研究，3)墓地形

態に関する研究について整理する． 
1つめの墓地需要に関する研究は，青木・横田・大佛

が，1995年に，墳墓需要の要因に関する研究2)，墓地需

要特性の空間分布に関する研究3)を行っている．これら

研究により，個人・世帯属性，地域特性等による墳墓の

需要特性，空間分布が明らかになった．青木・横田・大

佛4)は，従来の必要墳墓数の算定方式を見直し，世帯特

性と取得希望状況の組み合わせを樹形図状に分類し，墓

地需要を推計する方法を提案している．金岡・柳川・島

崎5)は，コーホート分析により東京都の墓地需要を推計

している． 
2つめの墓地の立地・供給に関する研究は，2000年代
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に入り，高橋・渡辺・布野6)が京都の墓地の立地と市街

地の変遷について，尾崎・平山7)が大都市の寺院墓地空

間の変遷について明らかにしている．山口8)は前橋市と

その近郊を対象に，墓地，墓園の立地特性を分析してい

る．これら研究により，墓地の立地特性についての知見

が蓄積されてきている．一方で，各研究の分析のための

資料・データに関しては，高橋・渡辺・布野の研究では，

墓地の立地を住宅地図で収集している．尾崎・平山の研

究では，宗教法人名簿をもとに寺院へのアンケート調査

を実施し，墓地数，墓地形態等を把握している．築田・

木下は，ニュータウンの計画経緯に関する文献を収集し，

山口の研究では立地特性を把握するために現地調査を実

施している．以上のように，墓地立地や供給に関する統

計的な資料が存在せず，墓地計画や政策を検討する上で

の障害となっていると考えられる． 
3つめの墓地形態に関する研究は，1990年に横田・八

木澤9)が，棚式，ロッカー式等の納骨施設の現状を明ら

かにしている．その後は，海外を対象とした研究がみら

れるようになってきた．武田10)は，英国における自然葬

地運動の制度的検討を行い，武田・増田11)は自然葬地の

景観的価値を明らかにしている．上田12)は，ドイツの樹

林葬墓地の普及要因を明らかにしている．これら海外を

対象とした研究は，日本での新しい墓地形態への関心の

高まり1)を背景にしていると考えられる． 
 
(2) 墓地計画・整備に関する自治体の動向 
公営墓地の計画・整備に関連する自治体の調査事例を

紹介する．東京都13)では，「都市型墓地に関する意識調

査（1995年1月）」を実施し，都民の墓地需要，集合墓

地等に関する意識を把握し，1995年3月に報告書を公表

している．横浜市14)では，「横浜市墓地に関する市民意

識調査（2008年2～3月）」を実施し，横浜市が整備すべ

き墓地の規模，形態等を報告している．さいたま市15)で

は，「さいたま市墓地に関する市民意識調査（2014年8
月）」を実施し，新しい墓地形態のニーズを把握してい

る．大都市圏においては市営墓地の需要の増加や，墓地

に関する市民意識の変化により検討が進められたと考え

られる． 
地方都市圏をみると，熊本県16)では県民アンケート調

査（2013年1月）を実施し，その一部の項目で墓地に関

する県民意識を把握している．この他，多治見市17)にお

いては「多治見市墓地需要予測にかかる市民アンケート

調査」を実施し，墓地需要予測および市営墓地のあり方

の検討結果を報告している．このような状況から，大都

市圏の都市で課題とされていた今後の墓地政策検討の必

要性が地方都市にも及んできていると考えられる． 
以上に紹介した自治体においては調査結果に基づき墓

地需要予測を行っている．予測方法は，5章に示す既存

の需要予測方法を採用している事例が多い． 
 
(3) 本研究の位置づけ 
既存研究のレビューに基づき，本研究の位置づけを整

理する．墓地需要に関する既存研究との関係では，それ

ら研究の系譜上に位置し，近年の社会状況の変化による

墓地需要に着目する．墓地の立地・供給に関する研究と

の関係では，本研究は需要サイドに重きを置くため課題

を異にするが，本研究墓地の返還について考慮すること

とする．墓地形態の既存研究との関係では，新しい墓地

形態を考慮する．以上の点に着目し，本研究では，墓地

需要の把握のための実務面での課題を整理することを研

究の位置づけとする． 
墓地に関する自治体の動向との関係では，市営墓地の

空き区間の減少，死者数の増加，市民の意識の変化が生

じている地方都市を対象とした研究である．本研究にお

いて対象とする前橋市は，市営墓地の敷地内における最

終の区画整備が近年度中に予定されている． 
 
(4) 用語の整理 
本節では，墓地に関わる用語の整理をする（表-1）．

墓地，埋葬等に関する法律（以下，墓埋法と称す）によ

ると，「埋葬」は死体を土中に葬ること，「埋蔵」は焼

骨を土中に葬ることとされており，埋葬，埋蔵する施設

を「墳墓」，墳墓を設ける区域を「墓地」と定義されて

いる．したがって，本研究において需要把握の対象施設

は墳墓であるが，例えば一般に「普通の墓地」「芝生墓

地」が個々の墳墓を指す場合と墓地を指す場合があるた

め，一部の既存研究に倣い，本研究では埋葬・埋蔵する

施設についても「墓地」と呼ぶこことする．また墓埋法

によると，墳墓と納骨堂は異なるものとされているが，

納骨堂も，本研究の「墓地」に含むものとする．また本

研究では，埋葬，埋蔵ともに埋葬と称することとする． 
 

表-1 墓地に関する用語整理 
用語 定義 根拠 

墳墓 死体を埋葬し，又は焼骨

を埋蔵する施設をいう 
墓地，埋葬等に関

する法律（以下，

墓埋法と称す）第

二条第４項 
墓地 墳墓を設けるために，墓

地として都道府県知事

（市又は特別区にあつて

は，市長又は区長．以下

同じ．）の許可を受けた

区域をいう 

墓埋法第二条第５

項 

納骨堂 他人の委託をうけて焼骨

を収蔵するために，納骨

堂として都道府県知事の

許可を受けた施設をいう 

墓埋法第二条第６

項 
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3. 墓地の需要把握に関する課題 
 
(1) 前橋市の死者の動向 
前橋市の死者数の推移は図-1に示す通りである．2011

年以降の死亡数は年間で約3,500人，死亡率（人口に占

める死亡者の比率）は約10パーミル（1,000人あたり10人
死亡）を推移している．全国の死亡数の推計をみると

（図-2），今後20年間の死亡数は増加を続ける．死亡率

も上昇を続け，2035年の死亡率は14.4パーミルとなると

推計されている．以上より，人口が減少している前橋市

においても死者の発生が継続するものと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：群馬県移動人口調査 

図-1 前橋市の死者数・死亡率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：日本の将来推計人口（平成29年推計，出生中位・死亡中位仮定，日本にお

ける外国人を含む）． 

図-2 全国の死者数・死亡率の推計 
 

(2) 前橋市の墓地需要把握のための情報 
前項に示したように前橋市においても死者の発生が継

続すると考えられるが，墓地需要の把握は容易ではない．

死者に関連する主な情報を整理していく． 
人が死亡すると，市区町村役場に死亡届書が提出され，

戸籍が抹消され，これが受理されると住民基本台帳に死

亡が記載される．この情報は，住民基本台帳統計，人口

動態統計に反映される．通常，死亡届書と同時に，死体

火葬・埋葬許可申請書が提出され，市区町村役場での処

理が終わると許可書が交付される． 
これらの死亡に関する情報から墓地需要を把握するこ

とが考えられるが，情報が各部局に分散し情報がデータ

ベース化されていない．また，火葬・埋葬許可では，埋

葬場所を特定できず，当該市区町村内に埋葬されるかも

把握できない．以上から，墓地需要把握のための直接の

情報とならない．また，改葬許可申請書が提出され，当

該市区町村外からの改葬による墓地需要も存在する．こ

の他に，死亡による自動車運転免許証の返納，健康保険

の資格喪失に関する情報も存在するが，死亡届書とは連

動していない． 
多くの市町村では，市政に対する市民ニーズを把握す

るためにアンケート調査を実施している．前橋市におい

ても市民アンケート調査18)を実施しているが，墓地に関

する調査項目は見当たらない．これは，死や墓地がタブ

ー視されているからと考えられる． 
 
(3) 墓地の需要把握に関する課題 
前節までの整理から，地方都市における墓地需要の把

握に関する課題を整理する． 
1)死亡に関する情報が各部局で管理され，一元的に管理

されていない．墓地需要の検討のためには，情報の一

元化，データベース化が課題である． 
2)埋葬場所，埋葬時期等に関する情報は存在しないため，

墓地計画，政策検討のための情報収集が課題である． 
3)墓地に関するニーズの多様化が予想されることから，

市民ニーズの把握が課題である． 
 
 
4. 墓地の供給動向の把握に関する課題 
 
(1) 前橋市における墓地供給の把握に関する課題 
墓地は，市営墓地，法人墓地，寺院墓地等に分類され

る．墓地を開設する際には，県あるいは市に，墓地・火

葬場みなし許可届出書を提出し許可を得るため，許可数

により墓地数（区域数）を把握できる．届出書には，

「墓地区域の面積及び墳墓の区画数」を記載するため，

区画数は把握できるが，その情報がデータベース化され

ていない．また，墓地形態は把握できない． 
既存研究においては，住宅地図での情報収集6)，宗教

法人名簿に基づくにアンケート調査7)，現地調査8)を行っ

ている．前橋市19)では市営墓地を計画する際に，市内の

墓地調査を実施し，現況の墓地の供給情報を把握した． 
このように，墓地計画検討や研究の際に独自調査を行

っているのが現状であり，墓地供給に関するデータベー

スを構築することが課題であろう． 
 
(2) 市営墓地の供給状況 
前橋市の市営墓地は3ヶ所あり，嶺公園墓地，亀泉霊

園，込皆戸丸山墓地である（図-3）．最も大規模な嶺公

園墓地は，前橋駅の北10kmに位置する．亀泉霊園は前

橋駅の東4km，込皆戸丸山霊園は東10kmに位置する． 
各市営墓地の整備区画数と空き区画数を表-2に示した． 
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図-3 前橋市の市営墓地 

表-2 前橋市の市営墓地の整備状況（2016年4月1日現在） 
名称 区画数 空き区画数 年平均返還

数区画※ 
嶺公園墓地 9,842          292           17.0         
亀泉霊園 3,060          144           6.9         
込皆戸丸山霊園 364          3           0.2         
合計 13,266          439           24.1         

※年平均返還数：2005～2015年度の11年間の平均 

合計13,266区画であり（前橋市世帯数136,900，2015年国

勢調査），普通墓地，芝生墓地が整備されている．近年，

大都市圏で整備事例がある壁面式墓地，合葬式墓地，樹

林型墓地等の新しい形式の墓地は整備されていない． 
空き区画は439区画であり，空き区画率は3.3%である．

近年は，1年あたり約140区画の使用を募集しており，大

都市圏のように抽選の必要はなく，順次申し込みを受け

付けている．また，年平均22.4区画の返還がある．前橋

市では，嶺公園墓地の敷地内に最終の区画を整備する計

画であるが，数年で空き区画はなくなる見込みである． 
 
(3) 墓地の需給バランスに関する課題 
墓地の需給バランスに関する課題について整理する． 

1)墓地数の総数や立地の情報を入手するためには，墓地

計画，政策検討の際に独自に調査を実施している場合

が多く，需給バランスを把握するために困難がある． 
2)前橋市の市営墓地の供給は近い将来に不足するため，

需給バランスを検討する際に，市民から求められてい

る墓地形態の検討が必要である． 
 
 
5. 墓地の需要予測に関する課題 
 
(1) 既存の需要予測方法の概要 
墓地計画の検討の際に，行政実務で用いられている主

要な墓地需要予測方法を表-3に示した． 
大阪府方式20)は，実務において最も広く採用されてい

る予測方法であり，世帯数をもとにし，死亡が発生した

場合の墓地需要の特性，傍系世帯の状況，居住地への定

住性の傾向を踏まえ計算する方法である．必要データの

入手方法を既存事例にみると，死亡者数は，統計的に独

自に算出する場合，国立社会保障・人口問題研究所の将

来人口推計等を参考に設定する場合がある．「墓地需要

率」，「傍系世帯率」，「定住志向率」については，独

自にアンケート調査を実施し特性値を把握する場合，当

該市あるいは他都市の既往調査データを参考にする場合

がある． 
横浜市墓地問題研究会方式21)は，大阪府方式の考え方

を基礎としている．遺骨を保持している親族世帯を現在

の墓地の必要数を算出し，これに墓地需要の特性，居住

地への定住性の傾向を踏まえた年々の将来必要数を加え

る．必要データの入手方法を既存事例にみると，親族世

帯数は国勢調査データをもとに設定し，推計死亡者数は

統計的な推計により設定している．「遺骨保持率」，

「墓地需要率」，「定住志向率」はアンケート調査デー

タ等に基づき設定している． 
森岡方式22)は，森岡清美氏が中心となり(社)全日本墓

園協会において提案された方式である．将来の親族世帯

の増加数，平均世帯人員，死亡率の統計データを用い，

予測期間毎に計算し，その累計値を墓地需要とする方法

である．大阪府方式，横浜市墓地問題研究会方式のよう

なアンケート調査等による墓地に関する特性値を使用せ

ず，統計データのみで推計する方法である．予測基準年

次よりも前の期間からの需要傾向を反映できる点が特徴

である． 
 

表-3 墓地の需要予測方法の概要 

方式 特徴 予測式 必要データ 
大阪府方式 1965 年 以

降，最も使

用されてき

た方式であ

る 

i 期将来必要数(A：取得

希望世帯)＝i 期推定死

亡者数×墓地需要率×定
住志向率 

i 期将来必要数(B：傍系

世帯)＝i 期推定死亡者

数×傍系世帯率×定住志

向率 
i 期墓地需要数＝（i期将

来必要数(A)＋i 期将来

必要数(B)）／2 

〈統計データ〉 
・推計死亡者数 
〈アンケート調査〉 
・墓地需要率 
・傍系世帯率 
・定住志向率 

横浜市墓地

問題研究会

方式 

大阪府方式

に対し，予

測基準年次

における遺

骨保持を考

慮する 

予測基準年次 
0 期現在必要数＝0 期親

族世帯数×0期遺骨保持

率×0期墓地需要率 
基準年次より後の年次 
i 期将来必要数＝i期推定

死亡者数×i 期墓地需要

率×i期定住志向率 

〈統計データ〉 
・0期親族世帯数 
・i期推計死亡者数 
〈アンケート調査〉 
・0期遺骨保持率 
・i期墓地需要率 
・i期定住志向率 

森岡方式 墓地を取得

するまでの

期間を考慮

する 

墓地需要期間＝1／（1世
帯平均人員×死亡率） 

年平均墓地需要数＝親族

世帯増加数／墓地需要

期間 

〈統計データ〉 
・1世帯平均人員 
・死亡率 
・親族世帯増加数 

  

 

前橋駅 

 

嶺公園墓地 

亀泉霊園 

込皆戸丸山霊園 
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(2) 墓地需要予測に関する課題 
前節の既存の需要予測方法は，1960年代から全国各地

の墓地計画，政策検討の実務で用いられており，有用性

には長年の実績があると考える．大阪府方式，それをも

とにした横浜市墓地問題研究会方式は，墓地の需要特性

を踏まえた方法であり，地方都市においても多数の適用

事例がある． 
本節では，前橋市を事例とし，嶺公園墓地の敷地内に

最終の区画を整備した後に，空き区画が減少してきた場

合を想定し，上記の需要予測方法の課題を整理する．検

討は本稿著者，市担当者により行った．なお，前橋市で

は，現在，3つの市営墓地のうち，嶺公園墓地（図-4）
のみ募集をしている．斜面地であるが墓地の追加整備の

可能性があるため，嶺公園墓地の有効活用を想定する． 
課題1：近年の社会状況の反映 
前橋市の市営墓地では，管理費未納の区画がみられる

ようになってきた．承継者の不在，墓地の維持に関する

意識変化を考慮できるよう，墓地の返還や無縁墓地化を

含めた検討が必要となる． 
課題2：既存墓地の改変を含めた検討 
前橋市の市営墓地の中には広い区画もあり，今後の墓

地の空き区画の減少を考慮するとと，区画の面積を減ら

したり，墓地形式を変更を検討することが必要である． 
課題3：運営形態・墓地形態の意向の反映 
大都市圏では，合葬式墓地が整備されるようになって

きた．近年は，自然回帰思想の高まりから，樹林墓地，

樹木墓地への関心も高まっている．また，市営墓地，寺

院墓地等の運営形態も考慮する必要がある． 
課題4：墓地への交通アクセスの考慮 
前橋市の市営墓地では，墓参の際の交通手段，墓地の

駐車場（駐車場不足，道路渋滞等）が都市計画課題とな

っていため，墓地アクセスに関する検討も必要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 前橋市嶺公園墓地 

(3) 市営墓地の需要予測の適用方法 
前節の需要予測に関する課題に対応し，前橋市で適用

する需要予測の適用方法を検討した（図-5）．検討の基

礎としたのは，墓地の需要特性を考慮している横浜市墓

地問題研究会方式である．大阪府方式との違いは予測基

準年次における遺骨保持世帯を考慮している点である． 
課題1から4のうち，既存墓地の改変に関する課題2，

墓地への交通アクセスに関する課題4については，他の

課題への対応後に取り組むとし，課題1と課題3に対応し

た適用方法とした．課題1については，市営墓地の墓地

形式別必要数が算出された後，返還・無縁化墓地数を減

じ，整備必要数とすることとした．課題3については，

将来必要数に市営墓地希望率，墓地形式希望率（市営墓

地希望者のうち）を乗じることとした．遺骨保持世帯に

ついては，遺骨を自宅に保持していたり，寺院に預けて

いると考えられ，将来必要数に加えることとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 市営墓地の需要予測の適用方法 
 
(4) 墓地形態の設定 
前橋市の市営墓地には，普通墓地（和式，洋式），芝

生墓地が整備されているが，今後は合葬式墓地，樹林型

墓地等の新しい形式の墓地需要が見込まれる．前橋市に

おける法人墓地，寺院墓地では，これら形式の墓地がみ

られるようになってきたが，市民には馴染みがない．新

しい墓地形式を視察し，本稿著者と市担当者で検討し，

前橋市において考え得る墓地形式を整理した（表-4）．

アンケート調査において，この5形式に関し市民の意向

を把握することとする．新しい墓地形式は，「納骨堂」，

「慰霊碑型の墓地」，「樹林型の墓地」である．市民へ

の墓地形式の説明文とイメージイラストを表中に示すこ

ととした． 

区画数：9,842 
面 積：70.3ha 

将来必要数 

推定死亡者数 

墓地需要率 定住志向率 

市営墓地希望率 

市営墓地必要数 

墓地形式希望率 

墓地形式別必要数 

現在必要数 

親族世帯数 

遺骨保持率 

返還・無縁化率 

整備必要数 

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 6 

表-4 墓地形態の設定 
形態（アンケート調査説明文） イメージ 

普通墓地 

・石碑，納骨室，外柵のある従

来型のお墓です． 
・和風，洋風などがあります． 

 

芝生墓地 
・芝生に，洋風やプレート風の

墓石を据えたお墓です． 
 

 

納骨堂 
・遺骨を屋内の納骨壇に，「個

別」に安置する施設です． 
・仏壇式，ロッカー式など様々

な形があります． 

〈外観〉       〈内観〉 

慰霊碑型の墓地 
・共同で祀られるお墓です． 
・慰霊碑を設け，地下の納骨施

設に骨壺を収蔵します． 

 

樹林型の墓地 
・共同で祀られるお墓です． 
・樹や林を墓標とし，遺骨が直

接土に触れるように一体ずつ

埋蔵します． 
・「散骨」とは異なります． 

 

注：※は，(公財)東京都公園緑地協会より借用〈承認済〉 

 
6. おわりに 
本稿では，地方都市である前橋市を対象に，墓地需要

および供給の動向把握の課題を整理した．次に，既存の

墓地需要予測方法，必要データ等より，需要把握のため

の課題を整理し，課題に対応した市営墓地の需要予測の

適用方法を検討した．今後の課題は，次のとおりである． 
1)本稿で示した市営墓地の需要予測の適用方法に基づき，

墓地アンケート調査データを用い，需要予測を行う． 
2)墓地に関するアンケート調査に基づき，墓地の需要特

性について，個人・世帯属性，地区特性，居住地の生

活質評価等との関係を構造的に分析する． 
3)法人墓地，寺院墓地を含む市内の墓地供給の実態を把

握し，墓地の需給バランスを把握する．また，墓地を

保有している世帯の墓地利用特性を把握する． 
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